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2019 年度名古屋学芸大学健康・栄養研究所 研究・実践報告 
 
■研究・実践の課題（テーマ） 
要介護認定データ等を活用した高齢者の状態等の経時的変化の類型化のための研究 
 
■主任研究者 下方浩史 
■共同研究者 安藤富士子、大塚礼、葛谷雅文 
■研究・実践の目的、方法、結果、考察や提案等の概要 
現代日本において、加齢に伴う身体的機能変化が 5～10 歳遅くなってきており、日本老

年学会・日本老年医学会の「高齢者に関する定義検討ワーキンググループ」によって高齢

者の定義を見直す提言がされている。その一方で、健康寿命の延びが平均寿命の延びに追

いつかず、超高齢者の増加により要介護の期間が長くなっている。介護はより高齢の者に、

より長期にわたって求められ、介護の質と内容が変化してきている。こうした状況に対応

するためには、時代の変化に対応して、要介護の類型化を行い、医療・介護・福祉のニー

ズへの効率的な対応を行っていくことが必要となってきている。本研究では、無作為抽出

された地域住民を対象とした大規模な疫学調査の 20年間の蓄積データと今後の追跡調査デ

ータ、介護保険データを用いて解析を行う基幹コホート研究と、その結果との比較検証や

メタ解析を行う 3 つの検証コホート研究、さらに地域介護保険データ研究により、(1)日本

人の平均的な加齢像とその変化の解明、(2)加齢変化及び要介護化の類型化、(3)要介護認定

後の類型化、(4)最適な医療、介護サービスの抽出を行った。これらにより、加齢による生

活機能や認知機能の低下等を明らかにし、また必要な医療・介護・福祉を特定し、高齢社

会における疾患等の予防・治療、社会参加支援等に有用な知見を得ることを目指した。 
自立高齢者数は 2050 年までわずかに増加するにとどまるも、65 歳以上の要支援・要介

護認定数は 2015 年の約 590 万人から 2050 年の約 942 万人へと約 1.6 倍に増加すると推定

された。その一方で、地域住民では、歩行速度と知能では、加齢による変化は平均すると

10 歳ほど遅くなっており、日本老年医学会の提言を裏付ける結果が本研究から得られてい

る。また、本研究での解析から、フレイル項目数の加齢変化、要介護状態区分、自立度の

加齢変化の類型化にて、進行の違いを明らかにすることなどができた。 
 


